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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社では、コーポレートガバナンスの定義を「企業価値を増大するため、経営層による適正かつ効率的な意思決定と業務執行並びにステークホル
ダーに対する迅速な結果報告及び健全かつ効率的で透明性のある経営を実現する仕組みの構築・運用」としています。そして、株主をはじめ、全
てのステークホルダーの利益最大化が重要と考え、企業価値の最大化を図り、かつステークホルダー間の利益をバランスよく満たし、その利益を
直接・間接的に還元することを基本としています。

なお当社は、株主、顧客、取引先、地域社会及び従業員等のステークホルダーに対する責任を果たすとともに、企業として実効性あるコーポレート
ガバナンスを実現するために「株式会社アルプス物流　コーポレートガバナンス・ポリシー」を制定し、当社ホームページにて公開しています。

（https://www.alps-logistics.com/jp/corporate/sustainability/governance/index.html）

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則３－１－３．経営戦略等開示におけるサステナビリティの取組みの開示】

当社のサステナビリティの考え方や方針、取り組みについては、当社ホームページや統合報告書などで開示しています。

人的資本に関する方針や取り組み状況は、有価証券報告書や統合報告書などで開示しています。

気候変動に係るリスク及び機会が自社の事業活動や収益等に与える影響については、有価証券報告書や統合報告書に加え、2023年９月にTCF
Dへの賛同を表明し、当社ホームページにて情報開示を行っています。

知的財産への取り組みは、貨物分野別の専門知見と総合物流のノウハウと高品質サービスを支える磨き上げられた業務システムが差別化要素
となっており、今後も重要な経営戦略として取り組んでいきます。なお、2022年度を初年度とする第5次中期計画で25のマテリアリティを特定しまし
た。その中に「知的財産の拡大」を盛り込み、今後の経営戦略に反映し、進捗状況を当社ホームページなどで開示する予定です。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４．政策保有株式】

１．政策保有株式に関する方針

当社は、保有により当社の財務活動を円滑にすると判断した場合、及び事業戦略の遂行のために必要と判断した場合、純投資目的以外の目的
で株式を保有します。保有は、便益と資本コストを意識して必要最低限とし、これを上回る株式については、適正な時期を判断し縮減していきま
す。

保有の継続または売却等の判断は、銘柄毎に保有目的、中長期的な見通しなどを評価基準として、毎年の取締役会において検証していきます。

２．政策保有株式に係る議決権行使基準

政策保有株式の議決権行使に関しては、議案の内容を検討し、中長期に、保有先企業の株式価値、ひいては当社の企業価値向上につながるか
判断した上で議決権を行使します。

【原則１－７．関連当事者間の取引】

当社では、取締役または取締役が実質的に支配する会社と、当社または当社の関係会社と取引をする場合には、当該取引について取締役会で
承認を得るべき旨を取締役会規則において定めています。また、その他の関連当事者間取引についても、金額が多額に上るもの、または会社の
経営上・信用上相当の影響があるものについては、当該取引について取締役会で承認を得るべき旨を取締役会規則において定めています。

【補充原則２－４－１．中核人材の登用等における多様性の確保】

当社は、中核人材の登用等における多様性の確保が、企業価値の向上を図るうえで重要であると考えています。「お客様ごとのニーズに応じた最
適物流の追求」を実現するため、求める人材像として『自ら考え、自ら判断し、自ら行動（挑戦）する人材』を掲げており、積極性、行動力のある人
材を確保するため、国籍、人種、年齢、性別、思想、信条に関わらず多様性を重視した採用を行う方針です。多様な人材がその能力を最大限に発
揮できる職場環境を整備することで、従業員エンゲージメントの向上、組織の活性化を推進しています。特に、女性の管理職登用を加速するため、
ワークライフバランスの充実を課題として捉え、性別に関係なく全社員が働きやすい制度面の充実と、多様な価値観を受け入れる組織風土の醸
成を進め、社員が継続的に能力を発揮できる環境整備に取り組んでいます。

ダイバシティを含む人材マネジメントについては、当社ホームページで開示しています。

【原則２－６．企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

アルプス物流確定給付企業年金は、適宜、管理部門を管掌する執行役員、人事総務部門責任者、経理財務部門責任者（積立金の運用に関する
専門的知識を有する者）及び従業員代表で構成される確定給付年金資産運用委員会にて協議し、運用方針の決定及び運用状況確認を行ってい
ます。また長期的・安定的な収益確保の観点から投資先商品を選定するとともに、投資後も、投資先商品の運用状況を確認し、四半期毎に投資

先商品の運用機関より投資先商品の管理及び運用に関して報告を受けています。

【原則３－１．情報開示の充実】

(1)会社の目指すところ(経営理念等)や経営戦略、経営計画



当社では、企業理念、経営戦略、中短期経営計画を、ホームページ(https://www.alps-logistics.com/)や決算説明会資料(https://www.alps-logistic
s.com/)などで開示しています。

(2)本コードのそれぞれの原則を踏まえた、コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

当社では、コーポレートガバナンスの基本的な考え方と基本方針をホームページ(https://www.alps-logistics.com/)や当報告書の「I.１基本的な考
え方」などで開示しています。

(3)取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続

・報酬決定の方針

当社では、短期及び中長期の業績との連動性を重視した報酬体系により、役員の企業業績及び株価向上へ向けた行動を最大限に促進し、グ
ループ全体の持続的な企業価値の向上を図ります。

具体的には、以下のような報酬の構成としています。

ａ）常勤取締役の報酬（監査等委員である取締役を除く）

当社では、固定報酬、業績連動賞与、譲渡制限付株式で、常勤取締役の報酬を構成しています。

業績連動賞与は、単年度の業績向上に向けた動機付けを図る観点から、電子部品物流事業及び商品販売事業を合算した営業利益率及び親会
社株主に帰属する当期純利益を指標としており、かかる指標に基づき毎年の賞与支給額を決定しています。

譲渡制限付株式は、中長期の業績と連動する報酬として付与し、当社株式の株価上昇によるメリットのみならず、株価下落によるリスクまでも株主
と共有する仕組みとしています。

ｂ）非常勤取締役、社外取締役及び監査等委員である取締役の報酬

当社では、非常勤取締役、社外取締役及び監査等委員である取締役の報酬は固定報酬のみです。

・報酬決定の手続き

当社では、株主総会で承認された報酬総額の範囲内で、取締役（監査等委員である取締役を除く。）は取締役会で決定しています。なお、社外取
締役が過半数を占める指名・報酬諮問委員会を設置しており、取締役全員の合意をもって、その決定を委ねることができるとしています。監査等
委員である取締役については、株主総会で承認された報酬額の範囲内で、監査等委員会の協議で決定しています。

(4)取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役候補の指名を行うに当たっての方針と手続

・指名の方針と手続き

当社では、経営陣幹部を含む取締役に、十分な能力・資質を有した者が選定されるよう、取締役及び執行役員の選任基準を定めており、経営判
断能力、先見性、洞察力等に優れ、遵法精神、高い倫理観等を有する人材を取締役候補及び経営陣幹部として指名・選任する方針としています。
また、執行役員の選任基準に合致しないと判断した場合は、取締役会において解任を決定することとしています。なお、独立社外取締役が過半数
を占める任意の指名・報酬諮問委員会を設置し、取締役会での決議に先立ち、選解任・指名に関する諮問を行うこととしています。

(5)取締役会が上記(4)を踏まえて経営陣幹部の選解任と取締役候補の指名を行う際の、個々の選解任・指名についての説明

取締役候補の指名理由については、株主総会招集通知の参考書類において、個々の理由を開示しています。

【補充原則４－１－１．経営陣に対する委任の範囲】

当社は、取締役会において決議を要する事項については、法令・定款で定められているもののほか、経営方針、中短期経営計画その他経営に関
する重要事項についても、その項目、金額基準等を設けて取締役会決議で判断・決定しており、当社ではこれらの付議基準及び各取締役に委任
する範囲について取締役会規則に定めています。

【原則４－９．独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

当社では、会社法に定める社外取締役の要件、株式会社東京証券取引所の独立性基準に加え、当社のコーポレートガバナンス・ポリシーにおい
て定める社外取締役の独立性基準を含む取締役選任基準に基づき、独立社外取締役を選任しています。

【原則４－１０－１．各委員会構成の独立性に関する考え方・権限・役割】

当社は取締役会の諮問機関として指名・報酬諮問委員会を設置しており、独立社外取締役が委員の過半数を占めるほか、独立社外取締役が委
員長を務めています。指名・報酬諮問委員会では、取締役の指名、解任及びその他の役員の選解任や、取締役（監査等委員である取締役を除
く。）その他の役員の報酬等に関する事項について、取締役会における審議に先立ち、社外取締役及び社外取締役を含む監査等委員から、ジェ
ンダー等の多様性やスキルの観点を含めた意見・助言を得ることとしています。

【補充原則４－11－１．取締役会全体としての知識・経験・能力のバランス、多様性及び規模に関する考え方】

経営戦略・事業内容に応じたスキルを明らかにしたうえで、取締役として株主からの経営の委任に応え、経営判断能力、先見性、洞察力等に優
れ、遵法精神、高い倫理観を有し、取締役の職務と責任を全うできる人材を多様性を鑑みて選任するとともに、執行役員を兼務する取締役は、当
社の事業運営全般を統括できる人材、社外取締役は事業経験や専門知識を有し、中長期的な成長を促すべく監督機能を発揮できる人材をそれ
ぞれ選任することで、知識・経験・能力のバランスの多様性を図っています。また、他社での経営経験を有する者を独立社外取締役に選任してい
ます。更に、公認会計士や弁護士として財務・会計・法務に関する幅広い知識を有する者を監査等委員に選任しています。なお、規模について
は、取締役会での実質的な議論が可能となるよう、定款にて、取締役（監査等委員である取締役を除く。）は７名以内、また監査等委員である取締
役は５名以内と定めています。各取締役のスキル・マトリックスは当社ホームページを通じて開示しています。

【補充原則４－11－２．役員が他の上場会社の役員を兼任する場合における兼任状況】

当社における役員の他の上場会社での役員兼任状況につきまして、株主総会招集通知、有価証券報告書、コーポレートガバナンス報告書などで
開示します。なお、現在、他の上場会社で役員を兼任している当社役員はおりません。

【補充原則４－11－３．取締役会全体の実効性の分析・評価】

当社は、株主、顧客、従業員ならびに地域社会等のステークホルダーに対する責任を果たすとともに、持続的成長と中長期的な企業価値の向上
を目的とした、実効性あるコーポレートガバナンスを実現するため、コーポレートガバナンス・ポリシーを定めています。それに基づき、取締役会の
機能の一層の向上を図ることを目的に、取締役会の実効性評価を第三者評価機関に依頼し、実施しました。

1.分析・評価の方法

取締役会メンバーに対し、取締役会の構成、運営、議論、モニタリング機能、支援体制等についてアンケートを行い、第三者評価機関により、実効
性について、中立的・客観的に評価・検証しました。この結果に基づき、管理部門を管掌する取締役が課題整理を行い、社外取締役及び監査等委
員会の確認を経て、取締役会での検証及び議論を行いました。



2.分析・評価結果の概要

当社は執行役員制度を導入しており、取締役会が経営の監督機能に専念できるような体制としています。取締役会では、議論や審議、運営が適
切かつ合理的に行われていることが確認され、実効性が確保されていることが検証できました。継続して議論が必要であると認識していた企業価
値向上に向けた中長期的な課題については、サステナビリティ課題への具体的取り組みなどを進めてまいりました。今後も取締役会において、企
業価値向上に向けての継続した議論が必要であることを確認しました。

3.今後の対応等

評価の結果を踏まえ、コーポレートガバナンスコードなどに沿った取締役会の運営を意識し、ガバナンスならびに企業価値の向上に活かしてまい
ります。

【補充原則４－14－２．取締役に対するトレーニング方針の開示】

当社は、取締役・監査等委員が期待される役割・責務を適切に果たすことができるよう、必要な知識の習得や適切な更新により、研鑚に努めるこ
とができる機会を提供しています。具体的には、年２回、役員研修会を開催し、社内外の状況を踏まえたテーマを取り上げ、知識習得と意見交換
を行っています。

また、監査等委員である取締役については、関係外部団体に加入するなどし、監査等委員監査に関する情報収集、共有化に努めるとともに、必
要に応じてセミナーや研修を受講しています。社外取締役の就任に際しては、当社の事業内容、経営内容及び中短期の経営計画などを説明して
います。

【原則５－１．株主との建設的な対話に関する方針】

(1)株主との建設的な対話を促進するための体制整備

当社は、戦略的な情報発信の強化を目指し、経理・財務部門を管掌する執行役員及び財務部がIR機能の主体を担っています。また、社内におけ
る迅速かつ網羅的な情報収集体制を構築し、関連法規や証券取引所のルールに則って、重要な会社情報について、開示の要否や内容、時期な
どの検討を行っています。なお、株主との対話(面談)については、財務部を窓口にし、株主の希望や関心事項などに応じて、経理・財務部門を管
掌する執行役員や経営トップなどが面談対応を行っています。

(2)個別面談以外の対話手段

決算説明会や株主通信「IRレポート」の年２回発行、株主総会での株主懇談会の開催などにより、マネジメントと市場参加者や株主が直接対話で
きる場の充実を図り、建設的かつ双方向的な対話を促進しています。

(3)社内への適切かつ効果的なフィードバック

株主との対話等により得られた各種情報については、経理・財務部門を管掌する執行役員から定期的に経営トップや取締役会への報告を行って
います。

(4)インサイダー情報の管理方針

当社では「インサイダー取引規制に関する規程」に基づき、株主との公平な対話(面談)を含め、インサイダー情報の管理に努め、社内外への情報
漏洩の防止を図っています。

【株主との対話の実施状況等】

2024年3月期における株主・投資家との対話の実施状況は次の通りです。

（主な対応者）

決算説明会：代表取締役社長執行役員、専務執行役員、常務執行役員ほか

ワンオンワンミーティング：財務部長、財務課長、IR担当ほか

（投資家の概要）

投資スタイル：国内アクティブ、海外アクティブほか

対応者：ファンドマネージャー、アナリスト

（主なテーマや投資家の関心事項）

主なテーマ：ビジネスモデル・事業概要、市場動向・足元の業績動向・通期見込み

関心事項：国内海外ネットワーク拡充状況、生産性向上の取組み、資本政策

（フィードバックの実施状況）

年2回取締役会にて投資家との対話内容について報告、その他トピックに応じ適宜報告

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%以上20%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

アルプスアルパイン(株) 16,526,800 46.60

TDK(株) 2,804,400 7.90

BBH FOR FIDELITY LOW-PRICED STOCK FUND(PRINCIPAL ALL SECTOR SUBPORTFOLIO) 2,258,945 6.40

日本マスタートラスト信託銀行（株）（信託口） 1,808,900 5.10

アルパイン(株) 792,000 2.20

GOLDMAN,SACHS＆CO.REG 622,400 1.80

AVIJAPANOPPORTUNITYTRUSTPLC 594,270 1.70

㈱日本カストディ銀行（信託口） 412,100 1.20



BNY GCM CLIENT ACCOUNTJPRD AC ISG（FE-AC） 410,617 1.20

BBH FOR FIDELITY GROUP TRUSTBENEFIT（PRINCIPAL ALL SECTOR SUBPORTFOLIO） 378,874 1.10

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

大株主の状況は、2024年３月31日現在の状況です。

2022年９月26日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、FMR LLCが2022年９月15日現在で以下の株式を所有し

ている旨が記載されているものの、当社として2024年３月31日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含
めておりません。なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりであります。

【氏名または名称[所有株式数、発行済株式総数に対する所有株式数の割合]】

エフエムアール　エルエルシー(FMR LLC)［3,165,400株、8.9％］

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 プライム

決算期 3 月

業種 倉庫・運輸関連業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

アルプスアルパイン株式会社（間接所有含め出資比率48.8％）は、現在財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第８条第８項に規定
するその他の関係会社です。

当社は同社グループに対し、貨物の運送、保管、輸出入関連の物流サービスの提供及び包装資材、成形資材、電子デバイスの販売を行っていま
す。これらの取引については、市場価格をベースとし、競争原理に基づいて、公正な価格で行っており、社外取締役のみで構成する取引審査委員
会においても妥当性を審査しています。当社取締役会は、同社グループとの取引が当社グループの利益を害するものではないと判断しています。

なお、当社は、2024年5月9日開催の取締役会において、LDEC株式会社による当社株券等に対する公開買付けに関して、本公開買付けが開始さ
れた場合には、本公開買付けに賛同の意見を表明するとともに、当社の株主及び新株予約権の所有者に対して、本公開買付けへの応募を推奨
することの決議を行いました。

また、当社は、2024年5月9日開催の取締役会において、ロジスティード株式会社及びアルプスアルパイン株式会社との間で資本業務提携契約を
締結することを決議いたしました。

本公開買付け及び一連の資本取引実施後、当社はLDEC株式会社の完全子会社となり、LDEC株式会社に対してはロジスティード株式会社が80
％、アルプスアルパイン株式会社が20％の議決権を保有する予定です。

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社



【取締役関係】

定款上の取締役の員数 12 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 会長（社長を兼任している場合を除く）

取締役の人数 7 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 4 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

4 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

中島 猛 他の会社の出身者

大野 澄子 弁護士

西川 菜緒子 公認会計士

植田 祥裕 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

中島 猛 　 ○ ―――

中島猛氏は、大手物流会社にて主に国際物流
業務に携わるとともに、海外拠点では責任者と
して経営に関与してきているなど、当社の主た
る事業である物流関連及び会社経営について
豊富な経験・知識を有しております。当社がグ
ローバルな事業経営を推進し企業価値の向上
を目指すにあたり、かかる豊富な経験・知識に
基づき、社外取締役として業務執行から独立し
た客観的な立場から、適切に経営の監督機能
を果たしていただくことを期待しております。ま
た、同氏は株式会社東京証券取引所が定める
独立性の要件を満たしていると考えており、引
き続き独立役員として届け出ております。



大野 澄子 ○ ○ ―――

大野澄子氏は、長年にわたり、弁護士として活
動し、法律の専門家としての豊富な知識・経験
等を有しております。同氏は社外役員以外の
方法で直接会社経営に関与された経験はあり
ませんが、かかる法律の専門家として豊富な知
識・経験等を活かし、監査等委員である社外取
締役の職務を適切に遂行していただいているも
のと判断しております。今後も引き続き社外取
締役として、かかる法律の専門家としての豊富
な知識・経験等に基づき、業務執行から独立し
た客観的な立場から、法務に関するリスクなど
についての監査機能の充実の役割を果たして
いただくことを期待しております。また、同氏は
株式会社東京証券取引所が定める独立性の
要件を満たしていると考えており、引き続き独
立役員として届け出ております。

西川 菜緒子 ○ ○ ―――

西川菜緒子氏は、会計事務所における長年の
会計監査経験と公認会計士として培われた専
門的な知識・経験と幅広い見識を有しておりま
す。同氏は、直接会社経営に関与された経験
はありませんが、これら会計に関する知見を活
かし、監査等委員である社外取締役の職務を
適切に遂行していただいているものと判断して
おります。今後も引き続き社外取締役として、
かかる会計の専門家としての豊富な知識・経験
に基づき、業務執行から独立した客観的な立
場から財務・会計に関するリスクなどについて
の取締役に対する監査機能の充実の役割を果
たしていただくことを期待しております。また、
同氏は株式会社東京証券取引所が定める独
立性の要件を満たしていると考えており、引き
続き独立役員として届け出ております。

植田 祥裕 ○ ○ ―――

植田祥裕氏は、複数の事業会社において経理
財務、経営管理業務に携わるとともに、取締役
として経営に関与してこられました。これらの豊
富な経験・知識を当社の経営に反映していただ
くことにより、監査等委員である社外取締役の
職務を適切に遂行していただいているものと判
断しております。今後も引き続き社外取締役と
して、人事・労務、財務・会計、法務・リスク管理
など幅広く経営管理全般に渡りガバナンス向上
の役割を果たしていただくことを期待しておりま
す。また、同氏は株式会社東京証券取引所が
定める独立性の要件を満たしていると考えてお
り、引き続き独立役員として届け出ております。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

委員長（議長）

監査等委員会 4 1 1 3 社外取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

あり

当該取締役及び使用人の業務執行取締役からの独立性に関する事項

当社は、監査等委員会の職務を補助するスタッフを監査等委員会室に配置します。

当該スタッフについては、取締役（監査等委員である取締役を除く）からの独立性を確保します。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況



（監査等委員会と会計監査人の連携状況）

監査等委員会は、会計監査人に監査等委員会、監査等結果報告会などへの出席を要請し、会計監査報告を受けるとともに適時、情報交換を行う
ことで相互の連携を深めています。

（監査等委員会と内部監査部門の連携状況）

監査等委員会は、当社の内部監査部門である内部監査室と連携し、当社及び国内外の関係会社の業務の妥当性と有効性の検証・評価を実施し
ています。監査結果は、定期的に代表取締役及び取締役に報告され、牽制機能の充実ならびに業務改善に繋げています。

また、各監査等委員と内部監査室長はアルプスアルパイングループ監査等委員会連絡会に参加し、アルプスアルパイングループにおける内部監
査の実施状況などの監査情報及び課題を共有しています。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員
（名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬諮問委員
会

6 0 2 4 0 0
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬諮問委員
会

6 0 2 4 0 0
社外取
締役

補足説明

当社は、取締役の指名、解任及びその他の役員の選解任や、取締役（監査等委員である取締役を除く。）その他の役員の報酬等に関する事項に
ついて、取締役会における審議に先立ち、社外取締役及び社外取締役を含む監査等委員の意見・助言を得ることで透明性及び公正性をより一層
向上させることを目的に、指名・報酬諮問委員会を設置しています。

【独立役員関係】

独立役員の人数 4 名

その他独立役員に関する事項

独立役員の資格を満たす社外役員を全て独立役員に指定しています。当社の社外取締役４名は、会社法に定める社外取締役の要件、株式会社
東京証券取引所の独立性基準に加え、当社の社外取締役の独立性基準を含む取締役選任基準を満たしており、いずれも独立社外取締役になり
ます。なお、当該取締役選任基準は株主総会招集通知等で開示しています。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入

該当項目に関する補足説明

取締役の報酬制度については、後述の「【取締役報酬関係】報酬の額またはその算出方法の決定方針の開示内容」に記載の通りです。

ストックオプションの付与対象者



該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

2023年3月期における役員報酬の内容は以下のとおりです。

取締役(監査等委員を除く)　　5名 　　 96百万円（うち社外取締役 2名 9百万円）

取締役(監査等委員) 5名　 　 47百万円（うち社外取締役 3名 28百万円）

注1 取締役（監査等委員を除く）の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与及び賞与は含んでいません。

注2 上記の支給額には、以下のものが含まれています。

・当該事業年度における取締役（監査等委員を除く）2名に対する役員賞与の未払費用計上額18百万円

・当該事業年度における取締役（監査等委員を除く）2名に対する譲渡制限付株式11百万円

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

当社は、役員報酬決定プロセスの透明化を図るとともに、短期及び中長期の業績との連動性を重視した報酬体系により、役員の企業業績及び株
価向上へ向けた行動を最大限に促進し、グループ全体の永続的な企業価値の向上を狙いとして、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方
針として「役員報酬等の決定方針」を定めています。

「役員報酬等の決定方針」は、客観的かつ透明性の高い報酬制度とするため、社外取締役が過半数を占める指名・報酬諮問委員会の答申を得た
上で、取締役会決議により決定いたしました。また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が「役員報酬等の決定方
針」と整合していることを確認しており、かかる決定方針と沿うものであると判断しています。

「役員報酬等の決定方針」の内容の概要は以下のとおりですが、当社が2024年5月9日開催の取締役会において行った、LDEC株式会社による当
社株券等に対する公開買付けに関して、本公開買付けが開始された場合には、本公開買付けに賛同の意見を表明するとともに、当社の株主及び
新株予約権の所有者に対して、本公開買付けへの応募を推奨することの決議に基づき影響が生じる部分については、必要に応じて修正を講じる
こととしています。

（1）報酬の種類と割合

　役員の報酬は、原則として、職責に応じた固定報酬である「月額報酬」、短期業績連動報酬である「賞与」、及び中長期の業績と連動する報酬で
ある「譲渡制限付株式報酬」をもって構成しています。但し、監査等委員である取締役、社外取締役及び非常勤の取締役は、客観的立場に基づく
当社の経営に対する監督及び助言の職責を鑑み、賞与及び譲渡制限付株式報酬を支給せず、月額報酬のみとしています。

　報酬額の水準は、外部専門機関の調査に基づく他社水準を参考に、適切な額を設定することとし、また月額報酬・賞与・譲渡制限付株式報酬の
構成比は、同じく外部専門機関の調査に基づく他社水準を参考に、概ね７：２：１を目安としています。

（2）月額報酬について

　月額報酬は職責に応じた固定報酬とし、役位ごとに定めています。

（3）賞与について

　賞与は、役位ごとに定めた基準額に、当該年度電子部品物流事業及び商品販売事業を合算した営業利益率及び親会社株主に帰属する当期純
利益に応じて０～200％の範囲内で変動する支給率を乗じて支給しています。また個々の役員に対する個人評価により、支給額について±30％の
変動をさせることがあります。

（4）譲渡制限付株式報酬について

　譲渡制限付株式報酬は、譲渡制限付株式としての当社の普通株式の発行又は処分にかかる取締役会決議の日の前営業日における東京証券
取引所における当社の普通株式の終値（同日に取引が成立していない場合は、それに先立つ直近取引日の終値とし、１円未満の端数は切り上げ
る。）を基礎として、当該普通株式を引き受ける対象取締役に特に有利な金額とならない範囲において、当社の取締役会が決定した１株当たりの
払込金額を基礎として、役位毎に定めた金銭報酬債権額を現物出資させ、かかる金銭報酬債権額を１株当たりの払込金額で割ることで算出され
る数の譲渡制限付株式を割当てるものです。

（5）報酬等の付与時期や条件に関する方針は次のとおりです。

・月額報酬は、毎月支給する。

・賞与は、毎年６月に支給する。

・譲渡制限付株式の払込みのための報酬は、譲渡制限付株式の割当て日に支給する。



【社外取締役のサポート体制】

社外取締役が独立した立場から経営への監視と監督を的確かつ有効に実行できるよう、経営企画部を中心に社外取締役を補助しています。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

――― ――― ――― ――― ――― ―――

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 ― 名

その他の事項

当社代表取締役社長等を退任し、現在相談役・顧問等を委嘱している者はおりません。

相談役、顧問につきましては、各種助言を得るために当社が必要と判断する場合には、「相談役・顧問就任に関する取扱内規」に基づき、委嘱を
行っています。委嘱の必要性、報酬の妥当性については、社外取締役が半数以上を占める指名・報酬諮問委員会で審議を行ったうえで、取締役
会において決議し、委嘱を行っています。現在は常勤顧問が1名、非常勤顧問が３名います。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

１．取締役、取締役会、執行役員、執行役員会等

当社の取締役会は、経営の基本方針や中短期経営計画を含む経営に関する重要事項を審議・決定するとともに、職務執行状況の監視・監督を
行う機関と位置付けています。取締役会は月１回の定例開催に加え、必要に応じて臨時開催を行い、重要事項を全て付議し、充分な討議を経た
上で決議を行っています。また、社外取締役を選任し、取締役の職務執行の適法性を確保するための牽制機能を持たせています。

物流事業を営む当社においては、担当執行役員を本社の各機能及び事業本部ごとに設置し、執行責任の所在を明確にすることにより、迅速かつ
的確な意思決定や職務執行を行っています。また、取締役は、取締役会や執行役員会などを通じて執行役員の職務を監督することにより、実効
性の高い監督機能が発揮できると考えています。

当社は執行役員制度を導入しており、事業、営業、経営企画、管理の機能別本部に加え、国内、海外の事業担当制を敷き、取締役会から重要な
業務執行の決定を委任された担当執行役員が、当社及び各子会社の業態や規模に応じた効率的な業務執行を行うよう、取締役会が監督してい
ます。また、執行役員会等において議論・審議を行い、迅速かつ的確な意思決定及び業務執行を行います。

２．監査等委員会

当社の監査等委員会は、社外取締役である監査等委員がその過半数を占める体制により、取締役会から独立した客観的な立場から適切な判断
をするように努めています。また、様々な知見や豊富な経験をもった社外監査等委員と当社の事業に精通した社内監査等委員とが相互に連携し
て監査を行うとともに、内部監査部門と連携を図り、取締役会やその他の重要な会議の場において、経営陣に対して意見を述べます。さらに、監
査等委員の職務の補助者及び監査等委員会の事務局を設置することとし、当該業務を担う使用人については取締役（監査等委員である取締役
を除く。）からの独立性を確保します。

３．指名・報酬諮問委員会

当社は、取締役の指名、解任及びその他の役員の選解任や、取締役（監査等委員である取締役を除く）その他の役員の報酬等に関する事項につ
いて、取締役会における審議に先立ち、社外取締役を含む監査等委員の意見・助言を得ることで透明性及び公正性をより一層向上させることを目
的に、任意の指名・報酬諮問委員会を設置しています。

監査等委員以外の取締役の個人別の報酬額の具体的な内容の決定については、取締役全員の同意をもって、株主総会が決定する監査等委員
以外の取締役の報酬総額の限度内で、指名・報酬諮問委員会にその決定を委ねることができることとしており、これに基づき、監査等委員以外の
取締役の個人別の報酬額の具体的な内容の決定を指名・報酬諮問委員会に委ねています。

４．取引審査委員会

当社は、取締役会の諮問機関として社外取締役で構成する取引審査委員会を設置し、関連当事者との取引の適正性を審査しています。

５．会計監査人

会計監査人については、ＥＹ新日本有限責任監査法人を選任しています。会計監査人は、内部監査室及び監査等委員会と必要に応じ、情報交換
を行うことで相互の連携を深めています。

６．内部監査室

当社では内部監査室を設置し、当社及び国内外の関係会社について、業務の有効性と効率性を含めた監査を実施しています。監査結果を定期
的に取締役会に報告し、牽制機能の充実を図るとともに、業務改善提案も行っています。

また、アルプスアルパイングループ監査等委員会連絡会に参加し、グループにおける内部監査の実施状況などの監査情報及び課題を共有してい
ます。



７．サステナビリティ推進委員会

当社は、サステナビリティを事業の中核課題と捉え、取締役会でサステナビリティに関わる方針の決定、マテリアリティの特定、及び重要課題の審
議を行っています。特定された課題に対し、サステナビリティ推進委員会が施策を立案、実行し、その進捗状況について年２回取締役会に報告し
ています。サステナビリティ推進委員会は、主要なESG課題に沿って設定した３つのワーキンググループで構成されており、半期ごとに課題解決に
向けた議論を行っています。ワーキンググループの構成は、外部・内部環境の変化に伴って見直しを行っています。

８．事業予算審議会・中期事業計画審議会

当社取締役及び監査等委員が出席する事業予算審議会を年２回開催し、また、中期事業計画審議会を３年に１回開催しています。当社ならびに
当社グループ各社の中・短期の経営計画に関する審議と情報の共有化を図っています。そして、経営計画の重要項目については、各社の取締役
会で決議し、業務遂行が行われています。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は、2016年６月に監査等委員会設置会社へ移行し、社外取締役による業務執行の監査機能を充実し、モニタリング機能を強化することで、ガ
バナンス及び企業価値の向上を図ってまいりました。また、2020年６月19日に執行役員制度を導入し、取締役会と執行組織の役割・責務を明確に
分離した上で、業務執行権限を執行組織に委任してより機動的な経営を推進し、競争力強化と適切なリスクテイクを支える環境を整備するととも
に、取締役会は独立性・客観性の観点から経営監督の機能を強化し、透明性の確保を目指しています。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
招集通知を法定期日より１週間早く、株主総会開催日の３週間前を目処に発送していま
す。また、株主の皆様への早期情報開示の観点から、東証及び自社ホームページにて招
集通知の発送前開示を行っています。

集中日を回避した株主総会の設定
当社は毎年、集中日を回避して株主総会を開催しており、今後もこの方針を継続する予
定です。

電磁的方法による議決権の行使 インターネットによる議決権の行使を受け付けています。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

株式会社ＩＣＪが運営する「機関投資家向け議決権電子行使プラットフォーム」を採用して
います。

招集通知（要約）の英文での提供
外国人株主への議決権行使のため、招集通知の英語版（要約）を作成しています。本年(
2024年）は５月29日に開示しています。

その他

招集通知をホームページ内のIR情報サイト（https://www.alps-logistics.com/jp/ir/index.ht
ml）に掲載しています。

株主総会閉会後、株主懇談会を実施しており、主要な役員が出席しています。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

決算説明会を2023年度は年2回開催しています。 あり

IR資料のホームページ掲載

ホームページ内にIR情報サイト（https://www.alps-logistics.com/jp/ir/index.ht
ml）を開設し、適時開示資料やアナリスト向け決算 説明会資料、有価証券報

告書、ＩＲレポート（株主通信）、株主総会招集通知、 IRスケジュールなどを掲

載しています。

IRに関する部署（担当者）の設置 IR担当部署 財務部



その他
IRレポート（株主通信）を通期及び第２四半期の年２回作成し、株主に送付して

います。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

当社は、アルプス物流倫理規範を制定し、当社のコンプライアンスについての基本理念と
行動指針を定めて、法令を遵守することはもとより、社会規範を尊重し、良識ある企業活動
を心掛けることを謳っています。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

当社は、アルプス物流倫理規範を制定し、総合物流企業としてグリーンロジスティクスに積
極的に取り組み、地球環境の保全に貢献していきます。また、サステナビリティ推進委員会
を中心に、企業の公共的・社会的使命を果たすべく、サステナビリティ推進活動に取り組ん
でまいります。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社は、アルプス物流倫理規範を制定し、当社のコンプライアンスについての基本理念と行動指針を定めて当社及び当社子会社に展開します。こ
れを踏まえて、当社が業務の適正を確保するための体制として取締役会において決議した基本方針及び当該体制の運用状況の概要は、次のと
おりです。

１．当社及び当社子会社の取締役及び使用人の法令及び定款適合性を確保するための体制

(１)当社は、法令の趣旨や社会の要請、企業倫理に基づいて公正な経営を目指し、良識と責任ある行動をとるため、コンプライアンスの基本理念
と行動指針を宣言するとともに、その具体的内容を明確にした社内規程を定めます。

(２)当社は、利害関係のない独立した社外取締役が出席する取締役会において経営方針や重要事項を審議・決定し、また各取締役及び執行役員
の職務執行状況の監督を行うため、当社取締役会規則に決議事項及び報告事項の具体的内容・基準を明確に定めるとともに、このような審議・
決定及び監督を行うための能力・資質を有した者が取締役として株主総会で選任されるよう取締役候補者の選任基準を設定します。

(３)当社は、取締役会決議の適法性を担保するため、上程される議案の適法性に関する確認制度を整備します。

(４)当社は、健全な企業風土を醸成するため、役員及び従業員に対してコンプライアンス教育を実施します。

(５)当社は、子会社の取締役及び従業員の法令及び定款適合性を確保するための体制として、子会社の経営に関する指導・管理を行う制度を整
備します。また、当社は、子会社の状況等に応じてコンプライアンスに関する体制の構築とその活動を支援します。

◇運用状況の概要

・当社は、アルプス物流倫理規範を制定し、社内教育等によりコンプライアンスの浸透を図っています。また、子会社に対して経営指導・管理を行う
とともに、コンプライアンスに関する活動を支援しています。

・取締役については、選任基準に基づいて候補者を選定し、株主総会に提案しています。また、当社は執行役員制度を導入しており、取締役同様
に選任基準に基づいて選任しています。

・当事業年度は取締役会を16回開催し、付議内容・基準を定めた取締役会規則に基づき、重要事項につき審議決定するとともに、各取締役から
業務執行の報告を受けました。また、取締役会決議の適法性を担保するため、管理部門を管掌する執行役員の指揮のもと、法務部門及び経理部
門による上程議案の事前確認も行っています。

２．当社の取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理並びに当社の子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体
制

(１)当社は、取締役会の意思決定に至る過程及び意思決定に基づく執行に関する情報の取扱いを明確にした社内規程を定めます。

(２)当社は、各部門が保管する情報・保存方法・閲覧の権限等を社内規定に定め、情報の保存等に関する環境を整備します。

(３)当社は、当社子会社の取締役等の職務の執行に関する当社への報告に関し、各社の役割・機能等を踏まえた報告制度を整備します。

◇運用状況の概要

・当社では、取締役会規則を定め、議事録の作成・保管その他取締役会の運営等を明確にするとともに、情報管理規程、文書管理規程、電子情
報管理規程に基づき、情報の管理を行っています。また、当社子会社は、関係会社管理規程に基づき、各社の執行状況等について当社に報告し
ています。

３．当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(１)当社は、グループ全体のリスクの統括的管理及び情報の共有化を図るため、リスク管理に関する社内規程を定め、種々のリスクに関する管
理・報告の体制を整備します。

(２)当社は、当社子会社に関連する一定のリスクについて当社への事前協議及び報告体制を整備します。また、当社のリスク管理に関する規程に
準拠して各社で体制を整備させるとともに、その状況に応じて必要となる支援を行います。

◇運用状況の概要



・当社は、危機管理規程、危機管理マニュアルを定め、種々のリスクに関する管理・報告体制の整備・運用をしています。2023年7月にリスク管理
委員会を設置し、グループ全体のリスク管理活動を統括することにより、多様化するリスクへの包括的・継続的な管理を強化しています。

・当社子会社に対しては、各社の規模や業態に応じたリスク管理体制を整備させるとともに、危機管理規程に基づき、当社に対しリスクに関する協
議・報告を行っています。

４．当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(１)当社は、機能別本部に加え、事業担当制を導入し、それぞれに担当執行役員を設置して執行責任の所在を明確にするとともに、適正かつ効率
的に職務の執行が行われる体制を構築します。

(２)当社は、取締役会において中短期経営計画を審議・決定し、各取締役及び執行役員は、その計画に定める目標達成のために行動するととも
に、進捗状況を取締役会において報告します。

(３)当社は、当社グループ全体の基本方針・戦略に基づいて、効率的な業務執行を確保するための体制を構築します。また、各社の状況等に応じ
て経営・業務の指導及び業績の管理を行う制度を整備します。

◇運用状況の概要

・当社では、事業、営業、経営企画、管理の機能別本部に加え、国内、海外の事業担当制を敷き、それぞれに担当執行役員を設置して責任を明
確にした上で、適正かつ効率的に職務を遂行しています。

・当社では、３年毎に中期経営計画、また毎年、短期経営計画を策定しており、半期毎に予算審議会を開催し、計画の進捗管理や見直しを行い、
取締役会にてこれらの計画の審議・決定を行っています。各担当執行役員は、担当分野における計画の進捗状況を取締役会にて毎月報告を行っ
ています。

・当社は、子会社についても３年毎に中期経営計画、また毎年、短期経営計画を策定し、同計画は当社取締役会にて審議・決定しています。また、
関係会社管理規程に基づき、各子会社の業態や規模に応じた効率的な業務執行を行えるよう指導、監督をしています。

５．当社ならびにその親会社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

(１)当社は、当社グループのコンプライアンスに関する基本理念と行動指針を定めて当社及び当社子会社に展開し、当社グループにおける共通の
価値観としてこれを共有します。

(２)当社は、当社グループ内での取引、また関連当事者と当社グループの取引の価格について、適正な基準を設定します。

(３)当社は、取締役会の諮問機関として社外取締役で構成する取引審査委員会を設置し、関連当事者との取引の適正性を審査します。

(４)当社は、企業倫理や社内規程及び法令に係る違反の防止、早期発見及びその是正を図るため、当社及び当社子会社において内部通報制度
（倫理ホットライン）（以下「倫理ホットライン」と言います。）を設置し、通報窓口を定期的に周知します。

(５)当社の内部監査部門は当社及び子会社の経営・事業にかかる活動全般について監査を行い、当該内部監査の結果を代表取締役社長執行役
員、取締役会、監査等委員会及び会計監査人に報告します。

(６)当社の監査等委員会は、当社子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けま
す。

◇運用状況の概要

・当社は、当社グループ内での取引、また関連当事者と当社グループの取引について、一般顧客と同様に、市場価格をベースとし、競争原理に基
づいて公正な価格で行っています。

・社外取締役で構成する取引審査委員会を定期的に開催し、関連当事者と当社グループの取引について審査を行い、適正な取引であることを確
認しています。

・当社は、内部通報制度として倫理ホットライン制度を設置し、職場に通報窓口を記載したポスターを掲示し社内へ周知しています。また、月に一
度発行される社報においても通報先を記載して周知しています。倫理ホットラインの運用状況については、管理部門を管掌する執行役員が確認を
行い、定期的に取締役会に報告しています。

・内部監査部門は、年次の内部監査計画に基づき、当社及び子会社の経営・事業にかかる活動全般を監査しています。内部監査の結果は、監査
終了後に代表取締役社長執行役員、取締役会、監査等委員会及び会計監査人に報告しています。

・当社の監査等委員は、定期的に国内子会社の社長等と面談を行っている他、海外子会社の社長等とは往査時や、予算審議会などの場を利用
して面談、情報交換を行っています。

６．監査等委員会の職務を補助する使用人に関する事項

当社は、監査等委員の職務を補助するスタッフを監査等委員会室に配置しています。

７．当社の監査等委員会補助スタッフの取締役からの独立性及び当該補助者に対する指示の実効性の確保に関する事項(１)監査等委員会補助
スタッフは、監査等委員会の指揮命令に従うものとします。

(２)当社は、監査等委員会の同意の下において監査等委員会補助スタッフの人事異動及び人事考課を実施します。

◇運用状況の概要

・当社では、監査等委員会の職務を補助する部署として監査等委員会室を設け、監査等委員会補助スタッフを配置しています。監査等委員会補
助スタッフは、監査等委員会の指揮命令に従い、人事異動・考課は常勤監査等委員の同意を得て実施しています。

８．当社の取締役及び使用人が当社の監査等委員会に報告するための体制

(１)当社は、重大な内部不正行為や会社に著しい損害を及ぼすおそれのある重要事項について、取締役による監査等委員会への報告体制を整
備します。

(２)当社は、重大な内部不正行為や会社に著しい損害を及ぼすおそれのある重要事項について、従業員が倫理ホットラインの窓口への通報を通
じて、直接または間接的に監査等委員会に報告できる体制を整備します。

◇運用状況の概要

・当社では、取締役が重大な内部不正行為や会社に著しい損害を及ぼすおそれのある重要事項を把握、認識した場合には、随時、取締役が常勤



監査等委員に報告できる環境を整備しています。また、従業員が重大な内部不正行為や会社に著しい損害を及ぼすおそれの重要事項を把握、
認識した場合には、常勤監査等委員、社外取締役である監査等委員、内部監査室長を窓口とする倫理ホットラインに通報、相談することができる
体制を整備、運用しています。

９．当社の子会社の取締役、監査役、使用人等またはこれらの者から報告を受けた者が当社の監査等委員会に報告をするための体制

(１)当社は、当社の子会社で発生した重大な内部不正行為や会社に著しい損害を及ぼすおそれのある重要事項について、当該子会社の取締役・
監査役が直接、または当社の担当取締役等を通して当社の監査等委員会に報告できる体制を整備します。

(２)当社は、当社の子会社の従業員が倫理ホットラインの窓口への通報を通じて直接または間接的に当社の監査等委員会に報告できる体制を整
備します。

◇運用状況の概要

・当社では、国内子会社で発生した重大な内部不正行為や会社に著しい損害を及ぼすおそれのある重要事項について、当該子会社の取締役・監
査役・従業員が直接または間接的に当社監査等委員会に報告できる体制として、常勤監査等委員、社外取締役である監査等委員を窓口とする倫
理ホットライン制度を設置、運営しています。また、海外子会社には内部通報制度を設置し、その従業員が利用できるように整備しており、さらに
海外拠点責任者による不法行為等については、当社の倫理ホットライン窓口へ通報できるよう周知を行い、内部通報制度の補強も行っています。

１０．監査等委員会に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

当社は、当社の従業員等及び当社の子会社の取締役、監査役、従業員等が監査等委員会に対して報告・通報をしたことを理由とした不利益な

取扱いを禁止することを社内規程に定めます。

◇運用状況の概要

・当社は、倫理ホットライン規程により、当社の従業員等及び当社の子会社の取締役、監査役、従業員等が倫理ホットラインに対して報告・通報を
したことを理由とする不利益な取扱いを禁止しています。

１１．当社の監査等委員会の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執行について

(１)当社は、監査等委員会の監査に関する費用について、監査等委員会で立案した監査計画に基づいた適切な額の予算を確保し、実際に支出す
る費用を前払または償還します。

(２)当社は、監査等委員会が緊急または臨時に支出する費用について、監査等委員会からの請求に基づいて前払または償還します。

◇運用状況の概要

・当社では、監査等委員会の監査に関する費用は、監査計画に基づく予算を確保し、実際に支出する費用を前払または償還しています。なお、当
事業年度において、監査等委員会から緊急または臨時に支出する費用の請求は受けておりません。

１２．その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保する体制

(１)監査等委員は、取締役会に加え予算審議会等の重要な社内会議に出席できる他、取締役、執行役員や幹部従業員と定期及び随時に会合を
行えることとします。

(２)監査等委員会は、監査の実施上必要な場合には、外部の専門家を使用できることとします。

(３)監査等委員会は、内部監査部門及び会計監査人と緊密な連携を図れるようにするために、定期及び随時に会合を行えることとします。

◇運用状況の概要

・監査等委員は、取締役会や予算審議会等の重要な会議に出席する他、取締役及び執行役員や幹部従業員と定期及び随時に会合を行っていま
す。

・監査等委員会監査基準で外部の専門家を使用できることを明記しています。

・監査等委員会は、内部監査部門や会計監査人と監査等結果報告会を定期的に開催しています。また、内部監査部門とは毎月の会合やグルー
プ監査等委員会連絡会などを定期及び随時に開催し、情報や課題を共有しています。

１３．財務報告の適正を確保するための体制

当社は、内部統制の整備・運用状況を業務の自己点検や独立部門による評価を通じて確認した上で、財務報告の信頼性に係る内部統制の有効
性について内部統制報告書に開示します。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社グループは、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体とは一切関係を持たず、更にそれらからの要求を断固拒否する
方針を堅持します。

◇運用状況の概要

人事総務部が反社会的勢力及び団体に関する対応を統括する組織として、社内関係部門及び警察等外部専門機関との協力体制を整備するとと
もに、不当要求に対応するため、該当部門への情報提供を行っています。また知財法務部の協力を得て、当社が定める倫理規範に基づいた社員
研修を行っています。

Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――



２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

・適時開示体制の概要

当社は、株主・投資家の皆様へ適時適切な会社情報を提供するため、適時開示規則を遵守し、以下の体制で臨んでいます。

１．適時開示の担当部署

・適時開示における情報取扱責任者をＩＲ部門を管掌する執行役員（適時開示責任者）とし、適時開示規則との照会を財務部門が担当しています。

・子会社を含め社内外で発生した会社情報は、代表取締役、情報取扱責任者、経営企画部及び財務部が当該情報の主管部門より事実の収集を
行い、共有化を図っています。

・決算に関する会社情報は、適時に経理部より本決算及び四半期決算の経過と確定について取締役会に報告されています。

２．適時開示に係る社内体制

・取締役会において審議される会社情報は、財務部を事務局とし、情報取扱責任者がその重要性を判断し、代表取締役の確認を経て、適時開示
規則に準じて開示します。

・社内外で発生した会社情報は、代表取締役社長執行役員、情報取扱責任者、経営企画部及び財務部による協議の下、その重要性を判断し、適
時開示規則に準じて開示します。

・決算情報は、取締役会の承認を経て、適時開示規則に準じて開示します。

これらの会社情報は、対外開示と同時に全ての取締役、各営業所・子会社の事業責任者等へ電子メールにより報告されており、また当社ホーム
ページでも速やかに公開すべく対応しています。




